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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第98期
第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期
第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

第98期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日　
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 113,598138,109 58,444 67,501 244,317

経常利益 (百万円) 6,554 13,392 3,722 5,811 14,934

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,963 7,487 2,711 3,905 10,832

純資産額 (百万円) ― ― 158,542183,131163,781

総資産額 (百万円) ― ― 310,479317,942310,946

１株当たり純資産額 (円) ― ― 868.93 882.78 898.33

１株当たり四半期(当期)純利
益金額

(円) 22.26 41.23 15.23 21.19 60.85

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 49.8 56.4 51.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 25,048 10,114 ― ― 44,346

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △13,182 △8,099 ― ― △23,850

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,516 6,118 ― ― △21,772

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 32,128 35,870 28,234

従業員数 (人) ― ― 3,464 3,490 3,430

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 3,490

(注)　従業員数は、就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 1,938

(注)　従業員数は、就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

　基礎化学品事業 26,811 ―

　機能性化学品事業 27,940 ―

　環境・触媒事業 4,349 ―

合計 59,100 ―

　 (注) １　金額は、販売価格によっております。
　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当社グループは、主として見込生産を行っているため、受注状況は記載しておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

　基礎化学品事業 30,127 ―

　機能性化学品事業 32,128 ―

　環境・触媒事業 5,246 ―

合計 67,501 ―

 　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は次のとおりであります。
　

　技術援助契約

契約会社名 相手方の名称 内容 有効期間

株式会社日本触媒
（当社）

（アメリカ合衆国）
エヌエイ・インダスト
リーズInc.

高吸水性樹脂製造技術実施権許諾契約で
あり、対価はランニングロイヤリティー
であります。

2010年４月～ロイヤリ
ティ支払完了まで
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の回復に伴い生産など一部が持ち直している

ものの、欧米の経済に対する先行き懸念、高水準にある失業率など、不透明感が強まるなかで推移しまし

た。

　化学工業界におきましては、中国など一部地域の需要が回復しつつあるものの、円高の進行、中東やアジ

アでの大規模プラントの稼動などにより、依然として厳しい事業環境のなかで推移しました。

　このような状況のもと、当社グループの売上高は、円高に伴う手取額の減少があったものの、需要が堅調

に推移するなかで販売数量を伸ばし、さらには原料価格高や需給逼迫を背景に製品価格も上昇した結果、

前年同四半期に比べて90億５千７百万円増収(+15.5％)の675億１百万円となりました。

　利益面につきましては、アクリル酸および酸化エチレンの生産能力増強等により固定費が増加したもの

の、生産・販売数量の増加や一部製品のスプレッド拡大（原料価格の上がり幅以上に製品価格が上昇）

等が収益性向上に寄与し、営業利益は前年同四半期に比べて23億５千万円増益(+65.3％)の59億４千５百

万円となりました。

　経常利益は、固定資産廃棄撤去費用の増加等により営業外損益が２億６千万円の減益となったものの、

営業利益の増益が大きかったことにより、前年同四半期に比べて20億８千９百万円増益(+56.1％)の58億

１千１百万円となりました。また、四半期純利益は、前年同四半期に比べて11億９千５百万円増益

(+44.1％)の39億５百万円となりました。

　
セグメントの業績は、次の通りであります。

　
(基礎化学品事業)

アクリル酸およびアクリル酸エステルは、需要が堅調に推移するなかで販売数量を大幅に伸ばし、また

世界的な需給逼迫に伴う市況高騰により輸出価格が上昇したため、大幅な増収となりました。

　酸化エチレンは、需要が堅調に推移するなかで販売数量を伸ばし、原料価格高に伴い販売価格も修正し

たことにより、増収となりました。

　エチレングリコールは、市況が高値で推移するなかで、販売数量を伸ばしたことにより、増収となりまし

た。

　高級アルコールは、輸出を中心に販売数量を伸ばし、原料価格高等に伴い販売価格も修正したことによ

り、増収となりました。

　エタノールアミンは、販売数量が減少したものの、原料価格高等により販売価格を修正したことにより、

ほぼ前年同四半期並みとなりました。

　以上の結果、基礎化学品事業の売上高は、301億２千７百万円となりました。

　営業利益は、生産能力増強に伴い固定費が増加したものの、増販・増産効果や一部の製品市況高騰によ

るスプレッド拡大等により収益性が大幅に改善した結果、26億５千４百万円となりました。

　
(機能性化学品事業)

高吸水性樹脂は、需要が堅調に推移するなかで販売数量を伸ばしたものの、円高の影響等により販売価

格が低下したため、減収となりました。

　特殊エステルおよび洗剤原料は、輸出の販売数量が減少したものの、原料価格高に伴い販売価格を修正

したことにより、増収となりました。

　樹脂改質剤および粘接着剤・塗料用樹脂は、販売数量を伸ばしたことに加えて、原料価格高に伴い販売

価格も修正したことにより、増収となりました。

　無水マレイン酸、コンクリート混和剤用ポリマーおよび電子情報材料は、販売数量を伸ばしたものの、販

売価格が低下したため、前年同四半期並みとなりました。
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粘着加工品および よう素化合物は、販売数量が減少したため、減収となりました。

　以上の結果、機能性化学品事業の売上高は、321億２千８百万円となりました。

　営業利益は、円高や原料価格高の影響があったものの、増販効果やスプレッド拡大等により、29億１千１

百万円となりました。

　
(環境・触媒事業)

自動車触媒、プロセス触媒および燃料電池材料は、販売数量を大きく伸ばしたことにより、大幅な増収

となりました。

　脱硝触媒および排水処理触媒は、前年同四半期並みに推移しました。

　以上の結果、環境・触媒事業の売上高は、52億４千６百万円となりました。

　営業利益は、プロセス触媒や燃料電池材料の増販効果等により、３億５千万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

総資産は、第１四半期連結会計期間末に比べて64億６千１百万円増加の3,179億４千２百万円となりま

した。売上債権は減少したものの、現金及び預金が増加したことなどによるものです。

負債は、第１四半期連結会計期間末に比べて115億４千万円減少の1,348億１千１百万円となりました。

未払法人税等は増加したものの、支払手形及び買掛金や借入金が減少したことなどによるものです。

純資産は、第１四半期連結会計期間末に比べて180億円増加の1,831億３千１百万円となりました。株式

の発行による資本金及び資本剰余金の増加、及び利益剰余金が増加したことなどによるものです。

自己資本比率は、第１四半期連結会計期間末の51.7％から56.4％へと4.7ポイント増加しました。なお、

１株当たり純資産額は、第１四半期連結会計期間末に比べて22.66円減少の882.78円となりました。

　
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フロー及

び株式の発行による資金調達等の財務活動によるキャッシュ・フローが、設備投資等の投資活動による

キャッシュ・フローの支出を上回ったため、第１四半期連結会計期間末に比べて108億１千８百万円増加

の358億７千万円となりました。

　
　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間の95億９千２百万円の収入に対

し、40億９千２百万円の収入となりました。税金等調整前四半期純利益は増加したものの、仕入債務の

減少や法人税等の支払いなどによるものです。

　
　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間の83億１千４百万円の支出に対

し、23億９千４百万円の支出となりました。有形固定資産の取得による支出が減少したことなどによる

ものです。

　
　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間の48億１千６百万円の支出に対

し、95億３千６百万円の収入となりました。株式の発行による資金調達を行ったことなどによるもので

す。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更又は新たな

発生はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　当社株式の大規模買付行為に関する対応策(買収防衛策)について

当社は、平成19年６月20日開催の定時株主総会において、特定株主グループ(注１)による当社の議決権

割合(注２)が20％以上となる当社株券等(注３)の大規模買付行為（以下、単に「大規模買付行為」とい

います）に関する対応策（買収防衛策：以下「本ルール」といいます）を導入することを諮り、承認さ

れております。また、当社の企業価値および株主共同の利益向上のための中長期経営計画「テクノアメニ

ティ2015」の遂行を不当に阻害する濫用的な買収等に対しては、企業価値および株主共同の利益向上を

実現するため、適切な対応策を講じる必要があると考えます。 

　そのため、当社は、平成22年６月22日開催の定時株主総会において当社定款第34条第１項に基づき、本

ルールを一部改定し３年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会まで継続することを諮

り、承認されました。
　

ⅰ) 本ルールの概要

本ルールは「平時導入の事前警告型」で、「有事の際には株主総会判断型防衛策」と言えます。

本ルールの主眼は、当社株券等の大規模買付行為又はその提案を行う特定株主グループ（以下「大規模

買付者」といいます）が現れた場合、その大規模買付行為を受け入れるか、又は当社による対抗措置の発

動を行うかを当社株主にお伺いし、株主に決めていただくことにあります。即ち、大規模買付行為または

その提案に対し、当社株主が適切な判断を行えるように、必要かつ十分な時間を確保し、当社取締役会が、

大規模買付者と交渉を行うことにより、十分な情報を提供させ、これを評価・検討し、当社取締役会とし

ての意見を取りまとめて開示するとともに、当社取締役会としての代替案も合わせて提示して、株主総会

を通じて、株主に直接、当社の企業価値を安定的かつ継続的に維持・向上させることに資する適切な判断

を行っていただきます。 

　本ルールは具体的には次の手順に従って進められます。 
　

① 特定株主グループによる当社の議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付け等(注４)又は公開

買付け(注５)を実施しようとする者が存在する場合には、事前に当社取締役会宛てに「意向表明書」

及び当社が定める大規模買付情報を提供していただきます。

② 当社取締役会は提出された大規模買付情報を検証し、必要があれば、大規模買付行為の内容の改善等

のため大規模買付者と交渉を行います。

③ 当社株主に、大規模買付者提案と当社取締役会作成の代替案を比較可能な状態で開示いたします。

④ 大規模買付者が本ルールの手続きを遵守し、必要かつ十分な買付行為の情報を提供してきた場合に

は、当該提案を受け入れるかどうかについて、株主総会を通して、株主の判断を仰ぎます。

⑤ 大規模買付者提案を否認するとの株主総会での判断を得られた場合、当社取締役会は大規模買付者に

対する対抗措置を発動し、大規模買付者を除く当社株主のみが行使可能な新株予約権の無償割当を行

います。一方、株主総会で大規模買付者提案を受け入れるとの判断がなされた場合には、当社は対抗措

置を発動させず、大規模買付者による当社株式の取得が進められることになります。
　

なお、大規模買付者が本ルールの手続きを遵守しない場合、又は当社取締役会が当社の企業価値を著し

く毀損することが明らかであると判断した場合には、当社取締役会はその判断の根拠を明らかにした上

で、速やかに対抗措置を発動します。
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ⅱ) 本ルールの特徴

① 本ルールは「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針(平成17年

５月27日付け、経済産業省・法務省発表)」の三原則[(１)企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、(２)事前開示・株主意思の原則、(３)必要性・相当性確保の原則]に則っております。また、本

ルールは、企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛

策の在り方」を勘案した内容となっております。

② さらに、本ルールは「買収防衛策の導入に係る上場制度の整備等に伴う株券上場審査基準等の一部改

正について(平成18年３月７日付け、㈱東京証券取引所及び平成18年３月31日付け、㈱大阪証券取引所

発表)」に準拠しております。

③ 本ルールは当社株主の意思により買付者提案の可否を判断いただくためのもので、経営者の保身のた

め、または経営者の恣意的な判断に依拠するものではありません。

④ 独立性の高い社外者の判断の重視 

　本ルールでは、大規模買付行為が当社株主全体の利益を著しく損なう可能性があると当社取締役会

が判断した場合(注６)に、株主総会の決議によらず、当社取締役会の決議により対抗措置が発動され

る可能性があります。この場合においては、当社取締役会の恣意性を排除するために、当社取締役会か

ら独立した組織として、外部委員会(注７)を設置することとしております。 

　外部委員会は、当社取締役会の諮問を受けて、特定の大規模買付行為が当社株主全体の利益を著しく

損なうことが明らかであるか否かの検討及び判断を行い、対抗措置の発動又は不発動を当社取締役会

に勧告します。当社取締役会は、外部委員会の勧告を最大限に尊重して、対抗措置の発動又は不発動を

決定いたします。外部委員会の勧告の概要及び判断の理由および外部委員会の勧告に基づく当社取締

役会の決定の理由については適時に株主に開示いたします。 

⑤ 本ルールの有効期間は、株主総会の決議を得た後、３年以内に終了する最終の事業年度に関する定時

株主総会まで（平成25年６月開催の定時株主総会終結時）であります。本ルールの継続については、

その時点で定時株主総会の決議を得なければならないものとし、以後も同様であります。但し、当社取

締役会はいつでもこれを廃止することができるものとします。
　

ⅲ) 株主・投資家に与える影響等

① 本ルールが株主・投資家に与える影響等 

　本ルールの導入時点においては、新株予約権の発行自体は行われませんので１株あたりの株式の価

値に希釈化が生じることはありません。 

② 対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響 

　大規模買付者が本ルールを遵守しなかった場合、大規模買付者が本ルールを遵守した場合であって

も、当該大規模買付者が当社株主全体の利益を著しく損なうことが明らかであると認められ、当社取

締役会が、当社及び当社株主全体の利益を守ることを目的として対抗措置をとる場合、及び大規模買

付者が本ルールを遵守したものの株主総会において新株予約権の無償割当に関する議案が承認され

た場合、新株予約権の無償割当が行われることになります。しかし、当該対抗措置の仕組上、当社株主

（非適格者(注８)を除きます）が法的権利又は経済的側面において格別の損失を被るような事態が

生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、

適用ある法令等及び証券取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。
　

(注１)特定株主グル－プとは、

① 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます）の保有者（同法第27条の23第１

項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含みます）及びその共同保有者（同法第

27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます） 

又は、 

② 当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定

する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みます）を行う者及びその特別関係者（同法

第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます）を意味します。
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(注２)議決権割合とは、

① 特定株主グループが、注１の①記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株

券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有

株券等の数をいいます）も計算上考慮されるものとします） 

又は、 

② 特定株主グループが、注１の②記載の場合は、当該大量買付者及びその特別関係者の株券等所有割合（同法第27条

の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます）の合計をいいます。
　

(注３)株券等とは、

① 特定株主グループが、注１の①記載の場合は、同法第27条の23第１項に規定する株券等

又は、 

② 特定株主グループが、注１の②記載の場合は、同法第27条の２第１項に規定する株券等を意味します。
　

(注４)買付け等とは、同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを

含みます。
　

(注５)公開買付けとは、同法第27条の２第６項に規定する公開買付けを意味します。
　

(注６)当社株主全体の利益を著しく損なうと判断される場合とは、次のとおりです。

① 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価を吊り上げて高値で当社関係者に株式を引き取らせる

目的で当社株式の買付けを行っていると判断される場合（いわゆるグリーンメーラー）

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業経営上必要な不動産、動産、知的財産、ノウハウ、企業秘密情報、主要取

引先又は顧客等の当社の資産を大規模買付者又はそのグループ会社等に委譲させる目的で当社株式の買付を行っ

ていると判断される場合

③ 当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者又はそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流

用する予定で、当社株式の買付を行っていると判断される場合

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係しない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等によって

処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、あるいは一時的高配当による株価の上昇の機会を

狙って当社株式の高値売り抜けをする目的で当社株式の買付を行っていると判断される場合

⑤ 大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付を勧誘することな

く、二段目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買付を行うことをいう）など、

株主の判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主に当社株式の売却を強要する恐れがあると判断される場合（但

し、部分的公開買付であることをもって当然にこれに該当するものではない。）

⑥ 大規模買付者の経営陣又は主要株主に反社会的勢力と関係する者が含まれている場合等、大規模買付者が公序良俗

の観点から当社の支配株主として不適切であると合理的な根拠をもって判断される場合
　

(注７)外部委員会の構成、資格要件、決議方法、役割等は、次のとおりです。

① 外部委員会の構成、資格要件、決議方法 

　３名以上で構成され、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役（それらの補欠者を含む）及び

社外有識者（弁護士、公認会計士、学識経験者等）から、当社取締役会により選任されます。 

　外部委員会の決議は、原則として現任の委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行います。但し、外部委員会

の委員に事故あるときその他やむを得ない事情があるときは、外部委員会の委員の過半数が出席し、その過半数を

もってこれを行います。 

② 外部委員会の役割等　 

　当社取締役会は、特定の大規模買付行為が当社株主全体の利益を著しく損なう可能性があると判断した場合には、

外部委員会に対して、大規模買付情報を提供するとともに、かかる大規模買付行為が当社株主全体の利益を著しく

損なうことが明らかであるか否かの検討及び判断を諮問します。外部委員会は、かかる判断及び検討にあたり、当社

の費用において、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他

の専門家を含む）の助言を得ることができます。外部委員会は、当社取締役会の諮問を受けて、かかる検討及び判断

を行い、対抗措置の発動又は不発動を当社取締役会に勧告します。当社取締役会は、かかる勧告を最大限に尊重した

うえで、当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動するか否かを決定します。当社取締役会は、外部委員会の勧告

の概要及び判断の理由並びに当社取締役会が諮問を行った理由及び外部委員会の勧告に基づく当社取締役会の決

定の理由等について適時に株主に開示を行います。 
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　当社取締役会から外部委員会への諮問は、当社取締役会が大規模買付情報を受領後10営業日以内に行われるもの

とします。但し、充分な大規模買付情報の提供がない場合は、この期間が延長されることがあります。また、外部委員

会は、当社取締役会からの諮問を受けた後、10営業日以内に当社取締役会に対して対抗措置の発動又は不発動の勧

告を行うものとし、当社取締役会はかかる勧告の受領後５営業日以内に対抗措置を発動するか否かを決定するもの

とします。 
　

(注８)非適格者とは、次の者をいいます。

(1)　(ⅰ)特定大量保有者、(ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(ⅲ)特定大量買付者、(ⅳ)特定大量買付者の特別関係者、

若しくは(ⅴ)これら(ⅰ)乃至(ⅳ)に該当する者から新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しく

は承継した者、又は、(ⅵ)これら(ⅰ)乃至(ⅴ)に該当する者の関連者。 

なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義されます。 

① 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に定義される。）の保有

者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含む。）で、当該

株券等に係る株券等保有割合（同法第27条の23第４項に定義される。）が20％以上である者をいう。

② 「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者を指し、同条第６項に基づき共同

保有者とみなされる者を含む。

③ 「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の２第６項に定義される。）によって、当社が発行者

である株券等（同法第27条の２第１項に定義される。）の買付け等（同法第27条の２第１項に定義される。）を行

う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずる金融商品取引法施行令第７条第

１項に定める場合を含む。）に係る株券等の株券等所有割合（同法第27条の２第８項に定義される。）がその者の

特別関係者の株券等所有割合とを合計して20％以上となる者をいう。

④ 「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の２第７項に定義される者をいう。但し、同項第１号に掲げる者につい

ては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第１項で定める者を除く者をい

う。

⑤ ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にある者と

して当社取締役会が認めた者、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。なお、「支

配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条に定義され

る。）をいう。

(2)　上記(1)にかかわらず、当社取締役会又は当社株主総会が新株予約権無償割当決議において、その者が当社の株券等

を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないとして別途定めた所定の者又は当社の企業

価値又は株主共同の利益に反しないと認めるための条件を定めた場合は、当該条件を全て満たした者は、非適格者に

該当しないものとします。
　

(注９)法令の改正等による修正

　上記で引用する法令の規定は、平成22年５月６日現在施行されている規程を前提としているものであり、同日以

後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合に

は、当社取締役会において、当該新設または改廃の主旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適

宜合理的な範囲内で読み替えることができるものとします。
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本ルールの概要は、以下のとおりです。

本ルールの概要

　

　

　※　大規模買付者が意向表明書を提出しない場合を含め、大規模買付者が本ルールを遵守しない場合には、当社取締役

会の決議により対抗措置が発動されます。

　※　外部委員会とは「当社株主全体の利益を著しく毀損する大規模買付行為」に該当するかどうかを検討及び判断し、

当社取締役会に対し、対抗措置の発動又は不発動の勧告を行うものであります。当社取締役会は、外部委員会の勧

告を最大限尊重したうえで、対抗措置を発動するか否かを決定します。なお、当社取締役会が不発動の決定を行っ

た場合には、本ルールに則って株主総会が開催され、株主に対抗措置の発動、又は不発動につきご判断いただくこ

ととなります。
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(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　なお、当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は26億９千４百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりでありま

す。

　　在外子会社

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

（百万円） 資金調達

方法
着手年月

完工予定

年月

完成後の

増加能力
総額 既支払額

PT.ニッポン

ショクバイ・

インドネシア

インドネシア

共和国

(チレゴン市)

機能性化学品

高吸水性樹脂

製造設備、そ

の他付帯設備

5,500 -

自己資金、

借入金及び

増資資金

平成

23年４月

平成

25年３月

高吸水性樹脂

製造設備

30,000トン/年
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 424,000,000

計 424,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 212,000,000212,000,000
東京証券取引所
大阪証券取引所
(各市場第一部)

単元株式数　1,000株

計 212,000,000212,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月７日
　　　　　　（注１）

22,000,000209,000,0007,488 24,017 7,488 21,050

平成22年９月22日
　　　　　　（注２）

3,000,000212,000,0001,021 25,038 1,021 22,071

　　（注１）有償一般募集（募集による新株式発行）

　　　発行価格　　　710.00円
　　　発行価額　　　680.72円
　　　資本組入額　　340.36円

　　（注２）有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　　発行価額　　　680.72円
　　　資本組入額　　340.36円
　　　割当先　　　　野村證券株式会社
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友化学株式会社 東京都中央区新川二丁目27―１ 19,484 9.19

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６―３ 10,645 5.02

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８―11 9,699 4.57

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11―３ 7,063 3.33

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２―１ 6,867 3.23

三洋化成工業株式会社 京都市東山区一橋野本町11―１ 6,338 2.98

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３―３ 4,744 2.23

東洋インキ製造株式会社 東京都中央区京橋二丁目３―13 4,522 2.13

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５―12 3,945 1.86

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町二丁目２―２ 2,810 1.32

計 ― 76,119 35.90

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式8,984千株（4.23％）があります。

　　 ２　アライアンス・バーンスタイン・エル・ピーおよびアライアンス・バーンスタイン株式会社の連名で平成22年

10月４日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成22年９月30日現在で以下の株式を所有している旨の

報告を受けましたが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

アライアンス・バーンスタイ
ン・エル・ピー

アメリカ合衆国10105、ニューヨーク州、
ニューヨーク、アベニュー・オブ・ジ・ア
メリカズ1345

4,437,000 2.09

アライアンス・バーンスタイ
ン株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 丸
の内トラストタワー本館

4,266,000 2.01

計 ― 8,703,000 4.11
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式　　8,984,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　202,095,000 202,095 ―

単元未満株式 普通株式　　　921,000 ― ―

発行済株式総数 212,000,000― ―

総株主の議決権 ― 202,095 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式136株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社日本触媒

大阪市中央区高麗橋
　　　　 四丁目１番１号

8,984,000― 8,984,0004.23

計 ― 8,984,000― 8,984,0004.23

(注)　株主名簿上、当社名義であるが実質的に所有していない株式はありません。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 861 895 906 942 918 748

最低(円) 813 784 823 821 732 712

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 36,044 28,404

受取手形及び売掛金 66,355 63,086

商品及び製品 18,780 21,256

仕掛品 5,743 5,044

原材料及び貯蔵品 12,338 11,057

その他 8,783 9,593

貸倒引当金 △236 △227

流動資産合計 147,806 138,213

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 54,164 46,801

その他（純額） 69,701 77,385

減損損失累計額 △3,615 △3,730

有形固定資産合計 ※1, ※2
 120,249

※1, ※2
 120,455

無形固定資産

のれん 1,171 1,405

その他 2,357 2,315

無形固定資産合計 3,528 3,720

投資その他の資産

投資有価証券 31,352 33,586

その他 15,245 15,254

貸倒引当金 △239 △283

投資その他の資産合計 46,358 48,557

固定資産合計 170,136 172,732

資産合計 317,942 310,946

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,956 38,491

短期借入金 18,535 26,587

1年内返済予定の長期借入金 7,790 7,631

未払法人税等 4,368 2,476

引当金 5,149 5,077

その他 9,278 8,755

流動負債合計 79,076 89,018

固定負債

社債 15,000 15,000

長期借入金 29,877 32,257

退職給付引当金 8,941 8,770

その他 1,917 2,120

固定負債合計 55,735 58,147

負債合計 134,811 147,165
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 25,038 16,529

資本剰余金 22,083 13,574

利益剰余金 147,359 141,118

自己株式 △7,983 △7,977

株主資本合計 186,498 163,244

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 895 2,615

繰延ヘッジ損益 △32 △35

為替換算調整勘定 △8,143 △5,902

評価・換算差額等合計 △7,280 △3,321

少数株主持分 3,914 3,858

純資産合計 183,131 163,781

負債純資産合計 317,942 310,946
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 113,598 138,109

売上原価 91,030 106,602

売上総利益 22,568 31,507

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 5,869 6,811

人件費 ※1
 3,456

※1
 3,628

研究開発費 ※2
 4,861

※2
 5,022

その他 2,490 2,588

販売費及び一般管理費合計 16,675 18,049

営業利益 5,893 13,458

営業外収益

受取利息 84 47

受取配当金 265 334

持分法による投資利益 634 922

受取技術料 207 165

不動産賃貸料 504 603

その他 419 236

営業外収益合計 2,114 2,307

営業外費用

支払利息 679 466

為替差損 243 932

その他 531 976

営業外費用合計 1,453 2,373

経常利益 6,554 13,392

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 322

特別利益合計 － 322

特別損失

その他 － ※4
 900

特別損失合計 － 900

税金等調整前四半期純利益 6,554 12,813

法人税、住民税及び事業税 294 5,361

法人税等調整額 2,233 △194

法人税等合計 2,527 5,167

少数株主損益調整前四半期純利益 － 7,646

少数株主利益 65 158

四半期純利益 3,963 7,487
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 58,444 67,501

売上原価 46,456 52,622

売上総利益 11,989 14,880

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 3,072 3,345

人件費 ※1
 1,695

※1
 1,813

研究開発費 ※2
 2,404

※2
 2,491

その他 1,222 1,286

販売費及び一般管理費合計 8,393 8,934

営業利益 3,596 5,945

営業外収益

受取利息 41 30

受取配当金 6 12

持分法による投資利益 376 599

受取技術料 164 117

不動産賃貸料 242 294

その他 295 123

営業外収益合計 1,123 1,174

営業外費用

支払利息 322 232

為替差損 388 299

その他 286 776

営業外費用合計 997 1,308

経常利益 3,722 5,811

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 322

特別利益合計 － 322

特別損失

その他 － ※4
 148

特別損失合計 － 148

税金等調整前四半期純利益 3,722 5,985

法人税、住民税及び事業税 114 1,398

法人税等調整額 853 614

法人税等合計 967 2,012

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,973

少数株主利益 44 67

四半期純利益 2,711 3,905
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,554 12,813

減価償却費 7,713 7,498

その他の特別損益（△は益） － ※1
 900

固定資産除売却損益（△は益） － ※2
 △322

受取利息及び受取配当金 △349 △380

支払利息 679 466

持分法による投資損益（△は益） △634 △922

株式交付費 － 97

売上債権の増減額（△は増加） △2,869 △4,088

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,190 △423

仕入債務の増減額（△は減少） 7,963 △3,372

その他 206 1,168

小計 23,452 13,434

利息及び配当金の受取額 804 1,326

利息の支払額 △803 △467

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,595 △3,465

その他の支出 － ※3
 △716

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,048 10,114

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,185 △7,898

投資有価証券の売却による収入 2 4

その他 2 △205

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,182 △8,099

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,797 △7,362

長期借入れによる収入 300 60

長期借入金の返済による支出 △5,736 △2,214

株式の発行による収入 － 17,018

株式の発行による支出 － △97

配当金の支払額 △1,246 △1,246

少数株主への配当金の支払額 △16 △21

自己株式の取得による支出 △9 △6

その他 △13 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,516 6,118

現金及び現金同等物に係る換算差額 327 △497

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,677 7,636

現金及び現金同等物の期首残高 29,450 28,234

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※4
 32,128

※4
 35,870
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

 (1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10

日）を適用しております。

　これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。

 (2) 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。

 (3) 重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は、従来、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は主として定率法を採用

しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　経営環境が厳しさを増す中で、平成22年４月に当社グループは新たな経営目標を再構築すべく、今後６年間

(2010年度から2015年度)の長期経営計画「テクノアメニティ2015」と当初３年間の実行計画である中期経営計

画を策定し、目標達成のため投資内容を厳格に見極めた結果、姫路製造所において高吸水性樹脂製造設備(年間

生産能力６万トン)を新設する等、総額1,200億円の大規模な投資計画を公表いたしました。この生産設備を中心

とした投資決定を機に、過去の有形固定資産の処分・更新実績や生産設備の使用状況等、保有している有形固定

資産の内容を精査した結果、生産設備は耐用年数にわたり長期安定的に稼動していること、及び急激な技術的、

経済的な陳腐化は見られないことが確認されました。また、今後の大規模投資においても現有設備の精査結果と

同様の状況が見込まれるため、耐用年数にわたり均等償却により費用配分を行うことが、生産設備を中心とした

有形固定資産投資の実態をより適切に反映できるものと判断し、従来の償却方法を見直し、定額法を採用するこ

とにいたしました。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ、売上総利益は2,201百万円、営業利益は2,321百万円、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益はそれぞれ2,316百万円増加しております。

　
【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、283,662百万円
であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、283,291百万円
であります。

※２　有形固定資産の取得価額から、国庫補助金等及び保
険差益による圧縮記帳額1,154百万円が控除されて
おります。

※２　有形固定資産の取得価額から、国庫補助金等及び保
険差益による圧縮記帳額1,174百万円が控除されて
おります。

３　偶発債務

　保証債務残高

　　下記のとおり銀行借入等に対し、連帯保証を行ってお
ります。

被保証者名 摘要
金額
(百万円)

アメリカン・アクリルL.P. 関係会社 1,844
 

３　偶発債務

　保証債務残高

　　下記のとおり銀行借入等に対し、連帯保証を行ってお
ります。

被保証者名 摘要
金額
(百万円)

アメリカン・アクリルL.P. 関係会社 2,047

大光陸運(株) 〃 2

合計 ― 2,049
 

　

４　　受取手形割引高 302百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 9百万円

　

４　　受取手形割引高 299百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 10百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

 ※１
主な引当金繰入額は次のとおりであります。

 ※２

　 　 　 　

(1)賞与引当金 人件費 575百万円

　 繰入額 研究開発費 601百万円

　 　 　計 1,176百万円
　 　 　 　

(2)退職給付引当金 人件費 243百万円

　 繰入額 研究開発費 314百万円

　 (退職給付費用) 　計 558百万円
　

 ※１
主な引当金繰入額は次のとおりであります。

 ※２

　 　 　 　

(1)賞与引当金 人件費 643百万円

　 繰入額 研究開発費 647百万円

　 　 　計 1,290百万円
　 　 　 　

(2)退職給付引当金 人件費 279百万円

　 繰入額 研究開発費 314百万円

　 (退職給付費用) 　計 593百万円
　

――― ※３ 固定資産売却益は、土地および建物の売却益であり
ます。

――― ※４ 当社関連会社アメリカン・アクリルL.P.で発生し
た爆発事故に係る損失のうち、エヌエイ・インダス
トリーズInc.の負担額であります。

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

 ※１
主な引当金繰入額は次のとおりであります。

 ※２

　 　 　 　

(1)賞与引当金 人件費 289百万円

　 繰入額 研究開発費 302百万円

　 　 　計 591百万円
　 　 　 　

(2)退職給付引当金 人件費 107百万円

　 繰入額 研究開発費 154百万円

　 (退職給付費用) 　計 261百万円
　

 ※１
主な引当金繰入額は次のとおりであります。

 ※２

　 　 　 　

(1)賞与引当金 人件費 328百万円

　 繰入額 研究開発費 328百万円

　 　 　計 656百万円
　 　 　 　

(2)退職給付引当金 人件費 147百万円

　 繰入額 研究開発費 159百万円

　 (退職給付費用) 　計 306百万円
　

――― ※３ 固定資産売却益は、土地および建物の売却益であり
ます。

――― ※４ 当社関連会社アメリカン・アクリルL.P.で発生し
た爆発事故に係る損失のうち、エヌエイ・インダス
トリーズInc.の負担額であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

――― ※１ 当社関連会社アメリカン・アクリルL.P.で発生し
た爆発事故に係る損失のうち、エヌエイ・インダス
トリーズInc.の負担額であります。

――― ※２ 土地および建物の売却益であります。

――― ※３ 当社関連会社アメリカン・アクリルL.P.で発生し
た爆発事故に係る損失のうち、エヌエイ・インダス
トリーズInc.が負担した支出であります。

※４ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成21年９月30日)

 現金及び預金勘定 32,237百万円

 預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △200百万円

 現金及び現金同等物 32,128百万円
 

※４ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成22年９月30日)

 現金及び預金勘定 36,044百万円

 預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △175百万円

 現金及び現金同等物 35,870百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 212,000

　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 8,984

　
３　新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 1,246 7.00平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会
計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月４日
取締役会

普通株式 2,030 10.00平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額10円は、姫路製造所開所50周年記念配当１円を含んでおります。

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年８月23日開催の取締役会決議に基づき、新株式発行（一般募集）による払込みを平成

22年９月７日に、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連して行った第三者割当増資の

払込みを平成22年９月22日にそれぞれ受けました。この結果、当第２四半期連結会計期間において、資本

金及び資本剰余金がそれぞれ85億９百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において、資本金が250

億３千８百万円、資本剰余金が220億８千３百万円となっております。
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(リース取引関係)

リース取引期末残高相当額の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められない

ため、記載する事項はありません。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められないため、記載する事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められないため、記載する事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いているため、記載する事項はありま

せん。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプション等を付与又は交付していないため、記載する事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められないため、記載する事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
基礎化学品
(百万円)

機能性化学品
(百万円)

環境・触媒
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
      売上高

23,877 31,896 2,671 58,444 ― 58,444

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,455 301 444 6,200 (6,200) ―

計 29,332 32,197 3,115 64,644 (6,200)58,444

営業利益又は営業損失(△) 1,176 2,272 80 3,528 67 3,596

(注)　１　事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。
２　各事業区分の主な製品

(1) 基礎化学品事業アクリル酸、アクリル酸エステル、酸化エチレン、エチレングリコール、エタノール

アミン、高級アルコール、グリコールエーテル

(2) 機能性化学品事業高吸水性樹脂、医薬中間原料、コンクリート混和剤用ポリマー、電子情報材料、よう

素、無水マレイン酸、粘接着剤・塗料用樹脂、樹脂成形品、粘着加工品

(3) 環境・触媒事業自動車触媒、脱硝触媒、ダイオキシン類分解触媒、プロセス触媒、排ガス処理装置

　
前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　

　
基礎化学品
(百万円)

機能性化学品
(百万円)

環境・触媒
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
      売上高

45,001 63,634 4,964 113,598 ― 113,598

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9,546 633 692 10,870(10,870) ―

計 54,546 64,267 5,656 124,469(10,870)113,598

営業利益又は営業損失(△) 2,190 4,056 △ 367 5,878 15 5,893

(注)　１　事業区分は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して決定しております。
２　各事業区分の主な製品

(1) 基礎化学品事業アクリル酸、アクリル酸エステル、酸化エチレン、エチレングリコール、エタノール

アミン、高級アルコール、グリコールエーテル

(2) 機能性化学品事業高吸水性樹脂、医薬中間原料、コンクリート混和剤用ポリマー、電子情報材料、よう

素、無水マレイン酸、粘接着剤・塗料用樹脂、樹脂成形品、粘着加工品

(3) 環境・触媒事業自動車触媒、脱硝触媒、ダイオキシン類分解触媒、プロセス触媒、排ガス処理装置
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

41,8647,857 5,523 3,20058,444 ― 58,444

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,444 17 35 19 6,516(6,516) ―

計 48,3087,874 5,558 3,22064,960(6,516)58,444

営業利益又は営業損失(△) 2,800  105 246 △ 68 3,081 514 3,596

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 欧州 ……………ベルギー

(2) アジア ……………シンガポール、インドネシア、中国

(3) その他の地域 北米………米国

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

80,01216,54910,1156,922113,598 ― 113,598

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

11,243 41 56 38 11,377(11,377)―

計 91,25516,59010,1716,959124,976(11,377)113,598

営業利益又は営業損失(△) 4,902 321 110 304 5,638 255 5,893

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 欧州 ……………ベルギー

(2) アジア ……………シンガポール、インドネシア、中国

(3) その他の地域 北米………米国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)
　

　 アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 9,695 8,891 4,777 3,866 27,229

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 58,444

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.6 15.2 8.2 6.6 46.6

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア ……………東アジア及び東南アジア諸国

(2) 欧州 ……………ヨーロッパ諸国

(3) 北米 ……………北アメリカ諸国

(4) その他の地域 ……………アジア、欧州、北米及び本邦を除く国又は地域

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計金額であります。

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)
　

　 アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 19,303 18,524 9,486 7,312 54,625

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 113,598

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

17.0 16.3 8.4 6.4 48.1

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　各区分に属する主な国又は地域

(1) アジア ……………東アジア及び東南アジア諸国

(2) 欧州 ……………ヨーロッパ諸国

(3) 北米 ……………北アメリカ諸国

(4) その他の地域 ……………アジア、欧州、北米及び本邦を除く国又は地域

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計金額であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業の種類・性質の類似性等を勘案して事業が区分され、それぞれの取り扱う製品について包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、区分された事業を基礎とした製品の種類別のセグメントから構成されており、「基礎

化学品事業」、「機能性化学品事業」及び「環境・触媒事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「基礎化学品事業」は、アクリル酸、アクリル酸エステル、酸化エチレン、エチレングリコール、エタノール

アミン、高級アルコール、グリコールエーテル等を製造・販売しております。「機能性化学品事業」は、高吸

水性樹脂、医薬中間原料、コンクリート混和剤用ポリマー、電子情報材料、よう素、無水マレイン酸、粘接着剤

・塗料用樹脂、樹脂成形品、粘着加工品等を製造・販売しております。「環境・触媒事業」は、自動車触媒、

脱硝触媒、ダイオキシン類分解触媒、プロセス触媒、排ガス処理装置、燃料電池材料等を製造・販売しており

ます。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

　 基礎化学品 機能性化学品 環境・触媒 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　 外部顧客への売上高 61,745 67,107 9,257 138,109 ― 138,109

　 セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

13,955 852 902 15,708△ 15,708 ―

計 75,699 67,959 10,159153,817△ 15,708138,109

セグメント利益 6,009 5,918 1,469 13,395 63 13,458

(注)　１　セグメント利益の調整額63百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

 ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　
当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

　 基礎化学品 機能性化学品 環境・触媒 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　 外部顧客への売上高 30,127 32,128 5,246 67,501 ― 67,501

　 セグメント間の内部
　 売上高又は振替高

6,412 416 528 7,356△ 7,356 ―

計 36,539 32,544 5,774 74,857△ 7,356 67,501

セグメント利益 2,654 2,911 350 5,915 31 5,945

(注)　１　セグメント利益の調整額31百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

 ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

EDINET提出書類

株式会社日本触媒(E00811)

四半期報告書

31/37



　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　　(追加情報)

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日)を適用しております。

　

　　(企業結合等関係)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 882.78円
　

　 　

　 898.33円
　

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 183,131 163,781

純資産の部の合計額から控除する
金額(百万円)

3,914 3,858

　(うち少数株主持分) (3,914) (3,858)

普通株式に係る純資産額(百万円) 179,217 159,923

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

203,015 178,023

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 22.26円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。

　

１株当たり四半期純利益金額 41.23円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。

　

　
(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期純利益(百万円) 3,963 7,487

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
(百万円)

3,963 7,487

普通株式の期中平均株式数(千株) 178,002 181,591

　

EDINET提出書類

株式会社日本触媒(E00811)

四半期報告書

33/37



　

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 15.23円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。

　

１株当たり四半期純利益金額 21.19円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。

　

　
(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期純利益(百万円) 2,711 3,905

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,711 3,905

普通株式の期中平均株式数(千株) 178,000 184,268

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成22年11月４日開催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主に対し、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　

配当金の総額 2,030百万円

１株当たり中間配当額 10.00円

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月６日

（注）１株当たり中間配当額10円は、姫路製造所開所50周年記念配当１円を含んでおります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月９日

株式会社日本触媒

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    裕    幸    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    敏    宏    印

　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本触媒の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本触媒及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

株式会社日本触媒

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    西    原    健    二    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    敏    宏    印

　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本触媒の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本触媒及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社及び国

内連結子会社は、従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法は主として定率法を採用していた

が、第１四半期連結会計期間より定額法に変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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